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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第64期
第１四半期
連結累計期間

第65期
第１四半期
連結累計期間

第64期

会計期間
自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日

自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日

自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日

売上高 （千円） 4,144,101 4,013,269 16,788,729

経常利益又は経常損失（△） （千円） △7,121 6,671 △15,078

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 49,219 1,020 57,748

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 45,444 33,543 49,945

純資産額 （千円） 3,135,768 3,140,024 3,139,735

総資産額 （千円） 9,373,601 8,919,778 9,266,988

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 7.41 0.15 8.70

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 33.4 35.2 33.9

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結

累計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　当第１四半期連結累計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を

適用し、「四半期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純利益」としております。

 

(1）業績の状況

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府の経済対策や金融政策の継続により、企業業績や雇用環

境の改善など全体として緩やかな景気回復基調で推移いたしました。

　当社グループは、適正価格販売を主眼に紙卸商の本分である小口商売を大切に販売活動を展開してまいりました

が、国内紙需要は伸び悩み、販売数量の減少により売上高は減収となりました。利益面につきましては、業務の効

率化や諸経費削減を図ったことにより、営業利益、経常利益ともに前年より若干改善いたしました。引き続き更な

る改善に努めてまいります。

　当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高は4,013百万円（前年同期比130百万円減）、営業損失は12百万円

（前年同期は営業損失59百万円）、経常利益は６百万円（前年同期は経常損失７百万円）、親会社株主に帰属する

四半期純利益は１百万円（前年同期比48百万円減）となりました。

 

　セグメントの業績は、次のとおりであります。

①　洋紙卸売事業

　当セグメントにおきましては、売上高は3,978百万円（前年同期比129百万円減）、利益では、セグメント利益

（営業利益）は67百万円（前年同期比37百万円増）となりました。

②　不動産賃貸事業

　当セグメントにおきましては、売上高は31百万円（前年同期比０百万円増）、利益では、セグメント利益（営

業利益）は12百万円（前年同期比０百万円増）となりました。

③　物流事業

　当セグメントにおきましては、売上高は56百万円（前年同期比２百万円減）、利益では、セグメント損失（営

業損失）は２百万円（前年同期は５百万円の損失）となりました。

 

(2）財政状態の分析

　当第１四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べて347百万円減少し、8,919百万円と

なりました。これは主に、受取手形及び売掛金が234百万円及び未収入金が153百万円減少したためであります。

　負債は、前連結会計年度末に比べて347百万円減少し、5,779百万円となりました。これは主に、支払手形及び買

掛金が296百万円及び有利子負債が40百万円減少したためであります。

　純資産は3,140百万円となりました。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 20,000,000

計 20,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成27年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年８月11日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 7,353,443 7,353,443

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

1,000株

計 7,353,443 7,353,443 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成27年４月１日～

平成27年６月30日
－ 7,353,443 － 2,381,052 － －

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成27年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

 

①【発行済株式】

平成27年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　　716,000
－

株主としての権利内容に制限

のない、標準となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式　　6,611,000 6,611           同上

単元未満株式 普通株式　　　 26,443 －           同上

発行済株式総数 　　　　　　7,353,443 － －

総株主の議決権 － 6,611 －

 

②【自己株式等】

平成27年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社共同紙販ホール

ディングス

東京都台東区北上野

一丁目９番12号 716,000 － 716,000 9.75

計 － 716,000 － 716,000 9.75

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社共同紙販ホールディングス(E02711)

四半期報告書

 5/17



第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日から平

成27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、永和監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 287,501 323,705

受取手形及び売掛金 ※２ 3,929,828 ※２ 3,694,952

商品 793,071 756,559

未収入金 ※３ 641,614 ※３ 488,005

その他 41,943 39,354

貸倒引当金 △3,135 △1,473

流動資産合計 5,690,823 5,301,104

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,086,060 1,071,444

機械装置及び運搬具（純額） 27,737 25,693

土地 1,267,495 1,267,495

その他（純額） 13,052 11,979

有形固定資産合計 2,394,346 2,376,612

無形固定資産   

のれん 518,142 508,177

その他 42,469 39,229

無形固定資産合計 560,611 547,407

投資その他の資産   

投資有価証券 338,251 411,780

出資金 ※４ 215,341 ※４ 215,341

その他 ※１ 67,613 ※１ 67,532

投資その他の資産合計 621,205 694,654

固定資産合計 3,576,164 3,618,674

資産合計 9,266,988 8,919,778
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※４ 5,426,714 ※４ 5,130,035

短期借入金 ※５ 130,000 ※５ 90,000

賞与引当金 26,994 27,474

その他 144,564 137,133

流動負債合計 5,728,273 5,384,642

固定負債   

退職給付に係る負債 369,951 366,306

繰延税金負債 2,051 2,019

その他 26,976 26,785

固定負債合計 398,978 395,111

負債合計 6,127,252 5,779,754

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,381,052 2,381,052

資本剰余金 776,560 776,560

利益剰余金 309,838 277,676

自己株式 △259,841 △259,914

株主資本合計 3,207,610 3,175,375

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △68,651 △36,226

その他の包括利益累計額合計 △68,651 △36,226

非支配株主持分 777 875

純資産合計 3,139,735 3,140,024

負債純資産合計 9,266,988 8,919,778
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

売上高 4,144,101 4,013,269

売上原価 3,646,250 3,530,836

売上総利益 497,851 482,432

販売費及び一般管理費 557,031 494,675

営業損失（△） △59,180 △12,243

営業外収益   

受取利息 12 14

受取配当金 16,400 15,555

貸倒引当金戻入額 24,129 1,704

保証債務取崩額 10,717 607

その他 4,359 4,038

営業外収益合計 55,619 21,920

営業外費用   

支払利息 592 239

手形売却損 2,442 2,217

その他 525 549

営業外費用合計 3,560 3,005

経常利益又は経常損失（△） △7,121 6,671

特別利益   

固定資産売却益 － 559

受取保険金 16,003 －

厚生年金基金解散損失引当金戻入額 84,000 －

特別利益合計 100,003 559

特別損失   

固定資産除却損 405 107

特別修繕費 12,893 －

事業所移転費用 28,007 1,031

特別損失合計 41,305 1,138

税金等調整前四半期純利益 51,576 6,091

法人税、住民税及び事業税 2,476 5,005

法人税等還付税額 － 0

法人税等調整額 △458 △31

法人税等合計 2,017 4,973

四半期純利益 49,558 1,118

非支配株主に帰属する四半期純利益 339 98

親会社株主に帰属する四半期純利益 49,219 1,020
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

四半期純利益 49,558 1,118

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △4,114 32,425

その他の包括利益合計 △4,114 32,425

四半期包括利益 45,444 33,543

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 45,105 33,445

非支配株主に係る四半期包括利益 339 98
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

　該当事項はありません。

 

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　該当事項はありません。

 

（会計方針の変更等）

　（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　

平成25年９月13日）等を当第１四半期連結会計期間から適用し、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分

から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結累

計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

　該当事項はありません。

 

（追加情報）

　該当事項はありません。
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（四半期連結貸借対照表関係）

※１　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成27年６月30日）

投資その他の資産 1,798千円 1,755千円

 

※２　受取手形裏書譲渡高及び手形債権流動化による譲渡高

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成27年６月30日）

受取手形裏書譲渡高 133,376千円 141,888千円

手形債権流動化による譲渡高 1,456,127千円 1,518,459千円

 

※３　手形流動化による受取手形譲渡代金未収金は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成27年６月30日）

未収入金 456,941千円 450,463千円

 

※４　担保に供している資産及び担保付債務は、次のとおりであります。

担保資産

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成27年６月30日）

出資金 213,551千円 213,551千円

 

担保付負債

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成27年６月30日）

支払手形及び買掛金 166,978千円 119,335千円

 

※５　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行４行と当座貸越契約を締結しております。これらの

契約に基づく借入未実行残高は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成27年６月30日）

当座貸越極度額 1,900,000千円 1,900,000千円

借入実行残高 130,000千円 90,000千円

差引額 1,770,000千円 1,810,000千円

 

（四半期連結損益計算書関係）

 前第１四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間

（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

　該当事項はありません。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

減価償却費 22,888千円 21,030千円

のれんの償却額 9,964千円 9,964千円

 

（株主資本等関係）

前第１四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年５月９日

取締役会
普通株式 33,195 5.00 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

　株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

 

当第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年５月11日

取締役会
普通株式 33,182 5.00 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

　株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注１）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注２）

 洋紙卸売事業
不動産賃貸
事業

物流事業 計

売上高       

外部顧客への売上高 4,108,621 12,328 23,152 4,144,101 － 4,144,101

セグメント間の内部

売上高又は振替高
23 19,500 35,643 55,166 △55,166 －

計 4,108,644 31,828 58,795 4,199,268 △55,166 4,144,101

セグメント利益又はセグ

メント損失（△）
30,351 11,092 △5,684 35,759 △94,939 △59,180

（注）１．セグメント利益又はセグメント損失の調整額△94,939千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用

であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益又はセグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注１）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注２）

 洋紙卸売事業
不動産賃貸
事業

物流事業 計

売上高       

外部顧客への売上高 3,978,708 12,354 22,206 4,013,269 － 4,013,269

セグメント間の内部

売上高又は振替高
13 19,500 34,106 53,620 △53,620 －

計 3,978,721 31,854 56,312 4,066,889 △53,620 4,013,269

セグメント利益又はセグ

メント損失（△）
67,909 12,016 △2,437 77,488 △89,731 △12,243

（注）１．セグメント利益又はセグメント損失の調整額△89,731千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用

であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益又はセグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。
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（金融商品関係）

　四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

（有価証券関係）

　四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

（デリバティブ取引関係）

　該当事項はありません。

 

（企業結合等関係）

　該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 7円41銭 0円15銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千円） 49,219 1,020

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益金額（千円）
49,219 1,020

普通株式の期中平均株式数（株） 6,638,372 6,636,475

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　平成27年５月11日開催の取締役会において、平成27年３月31日の株主名簿に記載された株主に対し、次のとおり

期末配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　33,182千円

②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　５円00銭

③　支払請求の効力発生日及び支払開始日　　　平成27年６月29日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年８月10日

株式会社共同紙販ホールディングス

取締役会　御中

 

永和監査法人

 

 
代 表 社 員
業務執行社員

 公認会計士 荒　　川　　栄　　一　　印

 

 業務執行社員  公認会計士 芦　　澤　　宗　　孝　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社共同紙

販ホールディングスの平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成27年

４月１日から平成27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係

る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記

について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社共同紙販ホールディングス及び連結子会社の平成27年６月30

日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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